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要 旨 ： 鉄道構造物 の 耐震に関す る構造 細 目 の 変遷 にっ い て 示 し た。それ を踏 まえ 、ラ
ー

メ ン 高架橋の 柱 の 靱性率を せ ん 断補強 鉄筋量 、 せ ん 断 ス パ ン 比 、 軸力 、 主 鉄筋量を変化

させ て計算した 。 そ の 結果 、 設計年度に よ り 、 保有靭性率が 大 きく異 な る こ とが わ か っ

た 。 そ こ で 、 被災後 の 供用 性 を判定する た め の 残 存耐震性 の 考 え 方を示 し た 。

キーワ ー ド ；靱性 率、せ ん 断 ス パ ン 比 、 せ ん 断 補強鉄筋 、 被災度 、 供用 性

　 1 ． は じめ に

　 平成 7年 1 月 17 日に発生 した 阪神 ・淡路大 震災 では 、多 くの コ ン ク リー ト構造物 も甚大な被

害 を受けた 。 こ の 地域 に建設 され て い た鉄道構造物は 、 そ の 殆 どは繭震設計指針 （案）が 制定 さ

れ た 昭 和 54 年以 前に設計 され た もの で ある 。

　 鉄道構造物の 設計に お ける靦震 に関す る規定 は昭種 5 年に 初めて 制定 され 、その 接 、昭和 30

年 、
45 年 、

54 年 、
58 年 、 平成 4 年に大 き く改訂 され た 。 従 っ て

、 構造 物の 耐震性は設計年

度 に よ り異な り 、被災程度が外観上 同様で あ っ て も 、 被災後 の 保有耐震性能 は 異な る こ と に な る 。

　こ こ で は 、鉄道 構造物等設計標準 ・嗣解説 （コ ン ク リ・・一　F構造物）［1］を 基に 、 設計年度の 異

な る ラ ーメ ン 高架 橋の 柱 を例 と し て 、 被災 度及 び供用 性 の 判定 に 関 し て 、 せ ん断 ス パ ン 比 等 と靱

性率の 関係 に着 目 した計算結果に つ い て 報告す る 。

　 2 ．耐震 に関す る設計基準の 変遷

　鉄 道講造物の 設計基準は大正 3 年に初めて 鋼定 され 、 その 後十数回改訂 されて い る 。 醗震設計

は 昭和 54 年まで 基本的には震度 法で 行われ 、 設計水平震度 は地域 、 地盤 、 重要度等 を考慮 し て 、

約 0．12〜0．35 の 値が使 われて い た 。 昭和 54 年か らは構造 物 、 地盤等の 動 的特性を定量 的に評

価 した修正震度法 を取 り入 れ 、 昭和 58 年か らは 部材 の 非線形性 （ねば り） を考慮 した設計 とな

っ て い る。そ の 後 、耐震設計 の 基本は 変化 して い ない が 、 平成 4 年 か らは設計手 法が 限界 状態設

計法 匸1コ とな っ て い る 。 こ れ ら の 変遷 の 詳細 ［2］は省略 し 、 靭性に大 き く影響する柱 の 耐 震に関

す る 構造細 目 の 変遷 の み を表 一 1 に示 す 。

　使 用 され て い る 鉄筋は 、 昭和 28 年頃ま で は 全 て 普通 丸鋼で 、 そ れ か ら昭 和 39 年頃ま で 主 筋

に異形棒鋼 （SSD49：SS4ge 相当） を 、帯鉄筋 には 普遍丸鋼が 用 い られて い た 。 昭和 45 年 か らは

全 て 異形鉄筋 （SD35，SD345）とな っ て い る 。 柱の 帯鉄筋量は
一

般に 、 耐力で は な く 、 構造細 目で

決 ま っ て お り、配置 され て い る 柱 の 帯鉄筋量 は 建 造物設計標準 （昭和 45 年） ［3］の 前後 と耐震

設計指針 （案）　（昭和 54 年）［4］以 降との 3 種 に大別で きる 。

＊1 立 命館大学教授　理工 学部 土木工 学科 、
工 博 （正 会員）

＊ 2 ジ m イ ア ー
ル 西 日本 コ ン サ ル タ ン ツ （株） 技術部担 当部長 （正 会員）

＊3　（株） トーニ チ コ ン サ ル タ ン ト西 fi本支祇第 二 技術部次長 （正 会員）

＊4　 （株） 国際建設技術研究所代表取締役社長 （正 会員）
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　 3 ．靭性率

　部材の 耐震性は 降伏耐力 と保有靱性率 の 大きさに よ っ て 異な る 。 降伏耐力 は設計水平震度 、 実

配筋量等に よ っ て 異な り 、靱性率は せ ん 断補強 鉄筋量、せ ん 断 ス パ ン 比 等に よ っ て 異な る 。 鉄道

構 造物等設計標準 ・
同 解

説 （コ ン ク リ
ー

ト構造物）　　　　　　　 表一 ユ　 耐震に 関．す る構造細 目の 変遷

付属資料 10，11 ［1］に は

実 験 的研究 を基 に 靭性率

の 算定方法 が示 され て い

る 。 同付属資料に よ る と、

靱性率はせ ん断耐 力 と曲

げ耐力 との 比 に 大 きな 影

響 を受 け る こ とが わ か る 。

　　4 。靭性 率の 計 算結果

　 同 じ地域 に 、設計年度

の 異 なる ラ
ー

メ ン 高架橋

を建 設 し た とすれ ば 、柱

の 主鉄筋と帯鉄筋は表 一

2 の よ うに な る 。 た だ し 、

設計 年度に よ り、荷重 の

組合せ 、断面 耐力 の 算定

方法等 が異な る た め 、主

鉄筋量は若干異な る が 、

こ こ
ー
て
’
は帯鉄筋の 差 を 明

確にする た め 、設計年度

に 関係 な く 、 高架高 さが

同 じ で あれ ば 、 主 鉄筋量

と断面は 同
一

と した 。 な

お 、 帯鉄筋量は高架高 さ

に 関係なく
一定 と した 。

　表 一 2 の 9種 類 の 柱に

に つ い て 、耐震 に 関す る

検討 結果 を裏一 3 に 示 す 。

靱性率はせ ん断補強 鉄筋

が D13−iOO の 場合 、 4 程

度以上 ，D−150で 3 程度以

上 あ る が 、φ9− 150 で は

2 程度 しか ない こ とが わ

か る 。また 、表一 2 の 帯

鉄筋量を も とに 、 柱の 断

設　剖
・

基 　準 柱　の 　耐　震 　に　関　す 　る　構　造　細　 目

上 木II噸萢物の 設 訓
・

帯鉄 筋 は 直径6 甬 自 以上 、そ の 間隔 は柱の 最小 横 マ1．法以
’
F、軸方向 鉄 筋

基準 （案） の 直径の IZ倍 以 下、帯鉄筋の 直径の 侶 倍以 下 で な けれ ば な らな い 。は り

その 他 と交 わ る柱の 郁 分に は 、と くに 十分な帯鉄筋を川 い なけ れ ばな ら

〔llll和 33 年 ）
．
ない 。柱の 断而 が 大 きい 場

．・
合に は 、rl，悶帯鉄 筋を 用い な け〜しば な らない

廸造物設 計標準

　　　　　　　　　　．
帯 鉄 筋 の 直径は 6mm 以 上 、そ の 閊 隔 は 柱 の 最 小 横寸 法 以 下 、軸 方 向鉄

筋の 直 径 の 12倍以 下 、．帯 鉄筋 の 直径の 侶 倍以 下 ．で な け れ ばな らない 。
〔1昭和 45 年〕 は りそ の 他 と交わ る柱 の 部勢 に は、と くに 十分 な帯鉄筋 を用 い な けれ ば

な らない 。

（D 柱の 帯鉄筋断面 穣は 、コ ン ク リ
ー

ト断 而研の 0，2 ％ 以上 とす る 。
而慣 設 計指 針 （案 ） （2）は りの ハ ン チ 下端、及 びrフ ー

チ ン グ上 而 か ら 2D 区問は 、帯鉄筋の

問 隔 を100m隅 以
一
ド1とし．》下 記 を 標準とす る 。

（昭 和 54 年〕 D × D ＝L 腑 x4 ∵肋 以 内　 Dl3 ，［00c 匹e 以 下

DXD ＝1，恥 Xl
．
。：5鱒 以 内　Dl3 ，100ctc 以下お よ び 、1 本

お きに 中聞 帯鉄 筋 配 置

（D 柱 お よび は りに は コ ン ク リ
ー

ト断而積の 0．i5％ 以 上の 帯 鉄 筋 量ま た

は ス タ
ー

ラ ッ プ 爺 を
．
配 置、し な け 尋しば な ら ない 。た だ し 、柱は 部材擾

処｝告物 設 訓
．
標 準 合 部か ら柱 幅 の 2 倍．、は りは 部 材按 合 部 か らは り高の L5 倍 の 範 囲

に コ ン ク リート断 面 積 の 0．20％ 以上 で 、か っ 計算 で 求め た 値 の 1．2
（昭和 58 年 ） 倍 の 帯鉄筋量また は ス タ

ー
ラ ッ プ量 を 配 置 し なければな らな い ．

（2）柾」．」部の は りの ハ ン チ 下 端か ら柱幅の 2 倍の 範囲 に配 置 す る帯鉄 筋

量 は コ ン ク リ
ー

ト断 而 研 の 臣 25％以 上 とす る 。ま た 、部 材接 合部 か

ら 柱 幅 の 2 倍の 範囲 た配 置す る帯 鉄筋 の 閻隔は IDcm以 下 とす る。

（D は りお よび 柱 に は、せ ん断補強鉄筋比 と して 0．15％ 以上 の ス タ
ー

ラ

ッ プまた は 帯鉄筋 を配置† る こ とを原 則 とする ．
鉄道 構 匙物等 （2） 欧 に 示 す 範 囲 に は 、せ ん 断 柿 強鉄 筋 比 と し て O．2 ％ 以 上 の ス タ

ー
ラ

設計標準 ッ プ また は 帯鉄 脇 を 配 置 す る こ とを原 則 とす る 。
（』） 柱　畧 部 材椄 合 郁 お よび 柱 下 端 か ら断而 高 さの 2 倍ま で の 範囲

伴 戒 ’1年） （3｝ 紘上 部の 部材接 合部か ら断而 高さの 2 倍．ま で の 範 囲 に 配 置す る帯 鉄

筋 は　「5．5 耐 震性能の 検 討亅 σ）（の　に 定 め る 且 とせ ん 断 捕 強 鉄 筋 比

と して 0．2％ の うち多い 方の 量 よ りも、さ らに0．05％以一ヒ多 く配 置

す る こ と を原 貝りとオ る゚
。

表一 2　設計年度別配筋例

設 幇年 度

帯鉄 筋 　 （2D 区 冊） 虫鉄筋 （線路 方向〕高架高 さ

（枕寸 法）

（cmXc 踊｝

せ ん断

ス パ ン比罷一問陽 鉄 筋 比 （％） 鉄 筋径一
本 鉄 筋比 （％｝

昭 和 45 年

以 前

φ　9− 150

　 　 （・ 剛）

o ．1

（0．09）冒竃

昭 和 45 〜

54 乍

DI3 − 150
　 　 （閉 閉）

0 ．2
（o」9）写 1

各

設

計

年

度

共

通

7 ．0 ω

（  × 80）

8 ．0 （閾）

（80刈 o）

．9．0 ω
（90× 90）

3 ．72

4 ．73

5 ．06

D32 − 7

（D32−5）’2

D32 − 7

ω32−6）箸 2

D32 − 8
（D32−7）軍2

0 ．94

0 ．94

0 ．84昭 和 54 年

以 降

D ［3− IOO

　 　 （隔 ■）

0 ．3
ω．28）・ 1

、
＊ 11 （90xso ）b）t｝の 船 を 示s・。

．
＊1 ・線路 齲 方向の 場合 を示 す。
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面寸法 （80XSOcmと60× 60cm） 、柱の 軸　　　　　　　 表
一 3　配筬例の 靱性率

力 （善 断 面 寸法 に 対 し て 、 2 種類）お よ

び主 鉄筋量 を変化 させ た 場 合の せ ん 断ス

パ ン 比 に よ る靭性 率の 変化 を図
一 1 〜4

に示 す。な お 、 靭 性率は鉄 道 構造 物等設

計標ee［1］に よ り算定 した 。

　阪 神 ・淡路大震 災で 被災 した コ ン ク リ

ー
ト構造物 の 多 くは昭和 40 年代 に施工

され たもの で ある e 当時の 設計方 法 は 、

構造物は剛 な も の と考え 、作用 す る 曲げ

モ
ー

メ ン トに 対 し て 、コ ン ク リー トと主

鉄筋 の 応力 度 が許 容応 力度以 内で ある こ

とを照査す る もの で あ っ た 。さ らに 、当

時 の 設計標準［3］［6］で は 、コ ク リ
ー トの

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 注 ： 輔力
’
to　 ks ／Ct2

許容せ ん断 応力度 τ al を大 き く評 価して

お り、か つ 、許容せ ん 断応 力度を越 えた

場合 の み 、せ ん 断 鉄筋 の 計算をす る こ とにな っ て い た 。 すな わち 、 現行設計標 準［1］［5］で は 、 設

計基 準強度 240kgf ん 珮
2

の コ ン ク リ
ー

トが 受 け持 つ せ ん 断応力度を 3．9kgf／cm2 と し て い る の に 対

し 、 当時の 設計標 準こ3］［6］で は基 準の 許容せ ん 断応力度は 7kgf／cm2 で あ り 、荷重の 組み合わ せ に

対す る割増 係数 を地震 時 1．5 と し て い た （現行設計標準で は 割増し を考慮 し ない ）こ とか ら、地

震の 許容時 せ ん 断応力 度は

10．5kgf／cm2 とな り 、せ ん 　　　　　　　　 表一 4　被災状況 の 区分

断補強鉄筋 の 計算 をされ て

い な い 。 従 っ て 、配置 され

た 帯鉄笳に は せ ん 断補強鉄

と して の 意 味あ い は殆 どな

く 、 紐立 筋 と し て の 側 面 が

大 き い もの で あ っ た 。 今 画

被災 した構造物が 設計 され

た昭和 40 年代前半に お い

て は 、せ ん断 、靱性に対 す

る 知 見 が 必 ず し も十分 で は

な く 、結果 とし て 柱 の 靭性

が 不 足 し て い た こ とが甚大

な被害を生 じた原 因の
一

つ

と考え られ る 。

耐　　　　　　　　力　　　　　（tr ）せ 　ん 　断

ス バ ン 比

（高架高 さ〕

帯鉄 筋比

　 〔％） 曲　げ P 賦 せ ん断 P3P 昌／ P
縅

0 、118L553 ．70 ．661 ．9
3 ．72

（7 ．D の

0 ．2 塁 8 旦．57840 ．963 」

0．328L597 ．1L ：94 ．1

oj 　167 ．850 ．70 ．752 ．3
4 ．73

（δ．o 膿）

0 ．2107 ，875 ，11 ．113 ．9

o ．32G7 。894 ，1L395 ．L

0 ，0976 ．259 ．00 ．772 ．4
5 ，06

（9 ．o の

oj976 ．28 昌．6 監．144 ．正

o．2875 ．2108 ．2L425 。4

破 　 壊 バ 　 タ　 ー ン

破　 　 災　 　 　状 　 　 　況

せ 　 ん　 断 ll臨げせ ん断 曲　げ

SA MSA MA 鉄 觚 が 山が り、内部の コ ン ク リ ートも嵌か 犠

て い る 。部材に 傾斜 や沈 下 が 見 られ る。

大 きなひ び われ ｛加 弧を越 える）が 多 散 生 じ

s お MSB MB コ ン ク リ
ー

トの埆落も激 しく、鉄筋が か な り

露 出 してい る．た だ し、携脚付 け根で の せ ん

断 破 韻 の 場 合 、ひ び わ れ本数は 少 ない ．

比 較的 大きなひ び わ れ が生 じて い るが 、コ ン

SClMSCiMCl リ ートの 尉轄は 、極 くわず か で あ る ．
（ひ び わ れ 幅 ｝〜2既 程度）

sc2MSC2MC2 肉 眼 では っ き り見 え る程度の ひ びわれ

（ひ びオ）れ幅 巳2〜［籠 程度｝

SD MSD MD 近寄 ら ない と見 えに くい 程度の ひ びわ れ

｛ひ び わ札幅 0．2髄 以下）

　 5 ．被災度お よび供用性の 判定

　鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト部材の 破壊形 態 は せ ん 断破壊 、．撒 げせ ん 断破壊 ｛ 曲げ破 壊 とに大き く区分す

る こ と が で き 、各 破壊 形態 にお け る被災度は 、部材の 外観か ら表・一
　4 の よ うに 区分する こ とが で

一 44一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

表 一 5　 ラ
ー

メ ン 高架橋 の 柱に損 傷が 生 じて い る 場合 の 被災度 判定表

，1鼓災度 1　　 小 　　　 霞 窘　　　　　　　 中　 披　 晋 　　　 大　 破　 畜　　　　　　　　卩

1ユ

　 　 　 　 　 　 SC1

［　　 　　　　 SC2

　1
♪．

［
SB

　　」
［

SA

b ．

「
i濠

　 用

　範

囲

2

墨辻

・ ・α ｝　　 ・ ・c ・

　　　　　　嵐

　　　 　　 MSB

且轟

　 　　　　 MSA

鼠

3

　　　　 瓢 C2

一

MC 且 　 　 　 　MC1

棄

　　　　 　 MB

E
臨

　 　 　 　 　 MA

i　、

殱留耐力 Py Py Py
　 　 　 　 　 　 l

Py　　　　　　　　Py　以 下

瞬 魏
性鮨

　　　　　　　l　　　　 I　　　　 l　　　　 ［　　　　 1
工oo 　 ％　　　 　　　　　 　　 50 叩60　　　 　　　　　 　　　　　 　　　％　 　　 　　 　 30 　 ％　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　0一工 0　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 ％　　　　 　　　　o　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　 ％

く適 用 区憂ぎ

　 1　 保 春靭 性畢 が 2程度 以 下の 部材 ぶ 被害 を受 けた場 合

　 　 主 に 、せ ん 断破 展す る もの t 昭 和 45 年 以前 の 設計標 準 を適 用 して 絵計 した もの に 多 くみ られ る 。
　2　 保有 靱 性串 が 3 程 度 の 部 材 が 彼害 を髭 け た 場 合

　 　 主に 、曲げせ ん 麟 破 譲す る も の ： 建造 物 殿計 標準 （昭 和 45 年版 ） を適 用 して 設計 し た もの に 多 くみ られ る 。
　3　 保 有靭性畢が 4 程 度 以上 の 部 材 が被害 を 受け た場 合　 　　 ，

　　Strc・．曲げせん 断お よび 曲げmzat る もの 1 耐serSt「eSt（昭和 54   以降の 標準等を遺用 して ue計し た もの に 多く み らitる ．

き る 。 ラ
ー

メ ン 高架橋柱部の 被災 度判定表を表一 5 に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 耐
示す 。 表一 5 は道路橋の 被災度判 定表［7］ と同様 、 既
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 力

往地震に よ る被災 の 特鐓お よび室 内に お ける 模型実験

結果か らと りまとめたもの で ある 。

　 図
一 5 に 示す鉄筋 コ ン ク リ

ー
ト部材 の P 一δ 曲線 に

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 P
お い て 、OAB の 変形 性能 を有す る 部材が G 点 まで 変　 〔K 」

位す る被害 を受 け、こ の 状態で 再 度、地震力 を受 けた

場合 には 、OGB の 履歴をたどる 。こ の 場合 、ニ ェ
ー

マ
ーク の エ ネル ギー一

定則 を適用す る と、□ OGBD
＝△ OEF とな る P が 弾性体 と した場合の 耐力 とな る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 P
従 っ て 、 実配筋が 設計水 平震度 Khv に 見合 うもの とす 　【K 」，

れ ば 、換算弾性震度 Kh は次 式か ら求め る こ とが で き

る 。

Kb ＝ Khy 　（2 μ
一

μ o ）／ μ o

　　呂K れ y 　（2 δ u ／δy
一

δ o ／δy）／（δ o ／δy）

　　＝Khy 　（2 μ
；− 1）

こ こ に 、Kh ：換算 弾性震度

0 δ 、 δ． δ ， 変 位

図一 5 　 P 一
δ曲線
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Khy ；設計水平震度

δ y
：降伏変位

δゴ 終局変位

μ　 ：靱性率 （δ u ／δ y ）

δ o ：被災時 の 最大履歴変位

μ
￥ ：被災後 の 靱性率（δu ／δ。 ）

μ 。
：δ

。／δ y

　 こ の 換算 弾性震度 と対 策が実施 され る ま で の 間に発 生す る と想定 され る地 震力 と比 較 し て 供用

性 を判定すれば よい 。

　 また 、 既往地震 によ る被災の 特徴お よび 室内にお け る模型 実験結果等 を参 考に 、 被災度 と残留

変形性能 との 関係 をま とめ た もの を表
一 5 に示す 。 な お 、 表中の 残 留変形性能［7］は 式（δ ゴ δ

。）

／（δ ゴ δ y ）x100 （％）で 求 める こ とが で きる 。

　 6 ．あ とが き

　被災後 の 供用性 を判定するに は 、搆造物 が造 られ た 時 の 設計条件 、 設計図 、 使用 材料 、施工 方

法等 を知 る こ とが非常に重 要 で あ る こ とを 再認識 した 。

　最後に 、本報告は JCI 近畿支 部 ・土木 コ ン ク リ
ー

ト構造物 の 震災対策に 関す る研究委 員会 に

お い て ま とめ らた もの で あ り、同委 員会委 員各位に深 く謝意 を表 します 。
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